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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

連結納税を採用しているグループ法人が 

新グループ通算制度へ移行する場合の手続き等 

 

≪内容≫ 

令和２年度税制改正において新たにグループ通算制度が創設されましたが、関与先のグループ法人で

Ａ社が親会社となるグループでは、現在連結納税による申告納税を行っています。 

このように、すでに連結納税を適用している法人グループがグループ通算制度に移行する場合の手続

き等はどのようになりますか。 

 

『答』 

Ａ社法人グループが連結納税からグループ通算制度へ移行する場合には、特に手続き等は要しないこと

になりますが、連結納税から単体納税法人になる場合には、連結親法人（Ａ社）が令和４年４月１日以後

最初に開始する事業年度開始の日の前日までに税務署長に取りやめの届出書を提出することが必要とな

ります。 

 

（解説） 

１ 今までの連結納税制度は、企業グループ内の個々の法人の損益を通算するなど、グループ全体を一

つの納税主体と捉えて課税する制度です。このような連結納税制度について、税額計算が煩雑で税務

調査後の修正・更正等に時間がかかり過ぎるなどといった指摘がなされていたことから、簡素化等の

観点から見直しが行われ、損益通算の基本的な枠組みは維持しつつ、各法人が個別に法人税額等の計

算及び申告を行うグループ通算制度に移行することとされました。 

この「グループ通算制度」は、企業グループ内の各法人を納税単位として、各法人が個別に法人税

額の計算及び申告を行いつつ、損益通算等の調整を行う簡素な仕組みとすることにより事務負担の軽

減を図るというものです。 

なお、グループ通算制度は令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用されます（令和２年

改正法附則1五、14）。 
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２ 具体的には、 

① 個別申告方式が採用され、企業グループ全体を一つの納税単位とし、一 体として計算した法人

税額等を親法人が申告する現行制度に代えて、各法人が個別に法人税額等の計算及び申告を行うこ

とになります。  

② グループ内の損益通算は、欠損法人の欠損金額をグループ内の他の法人の所得金額と損益通算し

ます。また、研究開発税制及び外国税額控除についは、 企業経営の実態を踏まえ、現行制度と同

様、通算グループ全体で税額控除額を計算することになります。 

③ 組織再編税制との関係においては、開始・加入時の時価評価課税・繰越欠損金のグループへの持

込み等について、組織再編税制と整合性が図られ、通算グループの開始・加入時の時価評価課税や

繰越欠損金の持込み制限の対象が縮小されました。  

④ 親法人の適用開始前の繰越欠損金の取扱いについては、親法人も子法人と同様、グループ通算制

度の適用開始前の繰越欠損金を自己の所得の範囲内でのみ控除することになります。 

⑤ 中小法人判定については、通算グループ内に大法人がある場合には中小法人特例が適用されませ

ん。 

３ なお、すでに連結納税を適用している法人グループについては、次の経過措置が設けられています。 

① 連結納税制度の承認は、令和４年４月１日以後に開始する事業年度において、グループ通算制度

の承認とみなされます（令和２年改正法附則２９①）。・・・（自動的にグループ通算制度に移行し

ます。） 

② 連結親法人が令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日までに税務署長に

取りやめの届出書を提出することにより、グループ通算制度を適用しない単体納税法人となれます

（令和２年改正法附則２９②）。・・・（取りやめの届出により単体納税法人になれます。） 

４ したがって、Ａ社法人グループが連結納税からグループ通算制度へ移行する場合には、特に手続き

等は要しないことになりますが、連結納税から単体納税法人になる場合には、連結親法人が令和４年

４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日までに税務署長に取りやめの届出書を提出す

ることが必要となります。 
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